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                     平成 29 年 3 月 経営企画課 財政係 

Ⅰ 予算編成の基本的な考え方 

  平成 29年度は第5次志免町総合計画の集大成としてスタートした後期基本計画の2

年目にあたる重要な年です。平成 29 年度一般会計当初予算については、前期基本計画

から見直しされた 20 施策からなる施策体系に基づいた「施策別枠配分方式」により編

成を行いました。その配分方法については、施策の方向性を「重点」「維持」「その他」

に分け、後期基本計画における「重点施策」及び「戦略プロジェクト」の施策の方向

性を「重点」に位置づけ、経常経費は最優先に予算配分を行い、臨時的経費について

は採択基準の順位を他の取り組み方針に比べて高く設定しました。同じく「維持」は

二番目に優先し、「重点」「維持」に位置付かないものを「その他」として予算配分を

行うこととしました。 

【重点施策】 

   施策５ 子どもを安心して生み育てることができるまちをつくる 

【戦略プロジェクト】 

① 社会変化に対応した地域自治の仕組みをつくる 

② 子育てしやすい保育環境を整える 

③ 子育てに関する情報提供や相談・交流できる環境をつくる 

④ 地域で高齢者を見守り、支援するまちをつくる 

⑤ 安全で便利な道路環境を整える 

⑥ 町民ニーズに対応した行政サービスを提供する 

平成 29 年度歳入のうち一般財源については町税の増収が見込まれたところですが、

地方交付税の減収及び歳出規模の増加も見込まれることから、前年度ほどではないも

のの、財源不足の恐れがあることが施策別枠配分の前段階で明らかとなりました。こ

のため、施策別枠配分額の決定時点においてもその穴埋めとして、財政調整基金を平

成 28 年度当初予算よりは額は減少したものの、引き続き取り崩す形となり依然として

苦しい予算編成を行うこととなりました。 

Ⅱ 予算の概況 

 １ 予算規模 

 一般会計の予算規模については、対前年度比 5,339 万円、0.4％増の 125 億 5,163

※ 表記が千円単位でないものは、四捨五入などの処理を行っています。そのため合計な

どが一致しない場合があります。 

平成 29 年度当初予算案のポイント 
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万円となり、前年度に続き過去最大を更新しました。過去最大の更新は 5 年連続の

こととなります。 

数年に渡り継続してきた小中学校耐震補強・大規模改造事業に係る起債の元金償

還の影響により公債費が増加を続けていること、障害児通所支援給付費などの福祉

関係経費も増加していること、志免町おうえん基金積立金の増などが予算規模拡大

に至った主な要因です。また、普通建設事業費などの臨時的な経費は減少し、義務

的・経常的な経費は、前年度ほど伸びはないものの増加しており、前年度と同様の

傾向が表れた予算編成となりました。 

   企業会計を除いた特別会計の予算規模は、住宅新築資金等貸付事業特別会計を除

き増加し、特別会計合計では対前年度比 4,764 万円、0.8％増となっています。企業

会計を除く全会計の予算規模については、対前年度比 1億 103 万円、0.5％の増とな

っています。 

差引増減額
(A)－(B)=(C）

対前年度伸び率
（C）／(B)

千円 千円 千円 ％

一般会計 12,551,630 12,498,242 53,388 0.4

住宅新築資金等貸付事業特別会計 12,732 13,106 ▲ 374 ▲ 2.9

国民健康保険特別会計 5,397,000 5,394,000 3,000 0.1

後期高齢者医療特別会計 557,701 512,688 45,013 8.8

特別会計合計 5,967,433 5,919,794 47,639 0.8

18,519,063 18,418,036 101,027 0.5合　　計

平成28年度
当初予算

(B)

特
別
会
計

比較
区分

平成29年度
当初予算案

(A)
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 ２ 歳入の状況 

町税や地方交付税を中心とする一般財源額（臨時財政対策債を含む）は、対前年

度比 1,854 万円、0.2％増の総額 84 億 5,379 万円となっています。 

町税については、全体で 2億 1,968 万円、4.4％の増となり、5年連続での増収と

なっています。増要因の大きなものとしては、平成 28 年実績による法人町民税の大

幅増収、対前年度比 1億 1,525 万円 32.8％増に加え、固定資産税についても償却資

産の増が見込まれることから、対前年度比 8,835 万円、4.0％の増収となっており、

減要因として、町たばこ税が対前年度比 2,003 万円 5.9%減ではあるものの全体とし

ては増収となっています。 

地方譲与税及び各交付金については、国の地方財政対策や平成 28 年度決算見込み

などから、全体として対前年度比 5,540 万円、6.0％の減となっています。 

臨時財政対策債を含む実質的な地方交付税については、平成 28 年度当初予算との

比較では 5.8％の減を見込んでいます。このうち、地方交付税については、国の地

方財政対策において地方交付税の財源不足などの要因により減額となっていること

及び前年度の当初予算額が実際の交付金額よりも大きかったことから、対前年度比

1 億 6,874 万円、8.6％の減と見込んでいます。一方、臨時財政対策債については、

地方財源の確保の観点から国の地方財政対策においては増額となっており、対前年

度比 2,300 万円、4.1％の増収を見込んでいます。 

   特定財源のうち国県支出金については、対前年度比 226 万円、0.1％の増となって

います。臨時的な事業では、臨時福祉給付金補助金関係補助金（5,227 万円減）や

参議院議員通常選挙委託金（1,300 万円皆減）、社会保障・税番号制度システム整備

にかかる補助金（686 万円減）などは減少していますが、文化財等保存整備費補助

金（1,269 万円増）は増加しています。また、経常的な事業では、障害児施設給付

費等負担金（4,246 万円増）、前年度に引き続く保育所運営費負担金の増（724 万円）

などの増要因により、合計としては前年度とほぼ同規模の予算額を見込んでいます。 

臨時財政対策債を除く地方債については、平成 29 年度におこなう普通建設事業に

かかる地方債の増が大きく、対前年度比 3,200 万円、122.1％の増額となっています。 

なお、町税等を含む一般財源総額としては、わずかに増加する見込みですが、歳

出予算規模の増加により、平成 28 年度より額は減少しているものの、引き続き財政

調整基金繰入金を当初予算化し、対前年度比 7,914 万円、31.4％減の 1 億 7,263 万

円を計上しています。 
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差引増減額
(A)－(B)=(C)

対前年度伸び率
（C）／(B)

千円 千円 千円 ％
一般財源総額 8,453,788 8,435,249 18,539 0.2

町税 5,205,890 4,986,210 219,680 4.4

個人町民税 2,025,969 1,994,839 31,130 1.6

法人町民税 466,144 350,899 115,245 32.8

固定資産税 2,310,932 2,222,583 88,349 4.0

軽自動車税 83,376 78,389 4,987 6.4

町たばこ税 319,469 339,500 ▲ 20,031 ▲ 5.9

地方譲与税・交付金 867,601 923,001 ▲ 55,400 ▲ 6.0

地方譲与税 90,001 86,001 4,000 4.7

利子割交付金 2,600 8,000 ▲ 5,400 ▲ 67.5

配当割交付金 18,000 64,000 ▲ 46,000 ▲ 71.9

株式等譲渡所得割交付金 10,000 18,000 ▲ 8,000 ▲ 44.4

地方消費税交付金 680,000 690,000 ▲ 10,000 ▲ 1.4

自動車取得税交付金 28,000 19,000 9,000 47.4

地方特例交付金 39,000 38,000 1,000 2.6

地方交付税等 2,380,297 2,526,038 ▲ 145,741 ▲ 5.8

地方交付税 1,796,297 1,965,038 ▲ 168,741 ▲ 8.6

臨時財政対策債 584,000 561,000 23,000 4.1

2,613,077 2,610,821 2,256 0.1

58,200 26,200 32,000 122.1

172,630 251,767 ▲ 79,137 ▲ 31.4

1,253,935 1,174,205 79,730 6.8

12,551,630 12,498,242 53,388 0.4

財政調整基金繰入金

その他

歳入合計

地方債（臨時財政対策債除く）

平成28年度
当初予算

(B)

比較

国県支出金

区分
平成29年度
当初予算案

(A)

4,824 4,762 4,657 4,568 4,522 4,748 4,790 4,944 4,986 5,206

656 596 559 545 516 515 567
815 923 868

1,793 1,879 2,119 2,456 2,484
2,542 2,540

2,485 2,526 2,380
7,273 7,237 7,335 7,569 7,522

7,805 7,897
8,244 8,435 8,454

0

2,000

4,000

6,000

8,000

20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度

町税 地方譲与税等 交付税等

（単位：百万円） （一般財源額の推移）

※ 交付税等には、臨時財政対策債を含む。
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３ 性質別歳出の状況 

義務的経費（人件費、扶助費、公債費）の合計は 3 年連続で増加し、対前年度比

7,021 万円、1.4％の増となっています。そのうち人件費については、共済費の増等

により職員人件費が増加しており、扶助費については、主に障害児通所支援給付費

の増により、対前年度比 4,846 万円 2.0％の増となっており、公債費については、

小中学校耐震補強・大規模改造事業に係る起債の元金償還が本格化してきたことか

ら平成 27 年度より増加傾向を続けており、平成 29 年度は対前年度比 1,243 万円

1.1％の増となりました。 

その他特に増加しているものは、物件費及び積立金で、物件費については、前年

度に引き続き増加しているごみ収集委託料に加え、平成 28 年度に飛躍したふるさと

納税推進事業関係経費の増加により、対前年度比 6,020 万円、2.3％増加しています。

また、積立金は、ふるさと納税による寄附金の増加に伴うおうえん基金積立金の増

により、対前年度比 5,422 万円、136.2％の増加となっています。 

なお、普通建設事業費については、平成 28 年度終了事業分の減額が大きく、対前

年度比 4,026 万円、8.2％と減少しています。 

差引増減額
(A)－
(B)=(C

対前年度
伸び率

（C）／(B)
千円 千円 千円 ％

義務的経費 5,269,678 5,199,466 70,212 1.4

人件費 1,668,945 1,659,614 9,331 0.6
民生連絡委員報酬＋600、 議員共済組合負担金▲612
職員人件費（特別職含む）＋9,687

扶助費 2,502,906 2,454,450 48,456 2.0
障害児通所支援給付費＋55,611 子ども医療費＋13,450 ひとり親家庭等医療

費＋3,920  敬老祝金▲4,490 児童発達支援センター事業補助金▲4,429 児童

手当費▲3,600 自立支援医療費▲2,035

公債費 1,097,827 1,085,402 12,425 1.1 元金＋27,263、利子▲14,838

2,688,899 2,628,704 60,195 2.3
ふるさと納税推進事業関係経費＋37,266 ごみ収集委託料＋33,042 情報化推

進事業関係経費＋7,676  妊婦健康診査委託料▲3,375 氷蓄熱システムリース

料▲1,603

42,906 39,344 3,562 9.1
施設修繕料（農業用施設）＋1,634 施設修繕料（シーメイト屋外）＋
1,315 施設修繕料（農業用水門）＋1,358 施設修繕料（ふれあいセン
ター）＋1,187 施設修繕料（シーメイトの湯）▲1,750

3,420,276 3,518,880 ▲ 98,604 ▲ 2.8
介護保険広域連合負担金＋20,192 県営ため池等整備事業負担金＋12,000 粕

屋南部消防組合負担金＋10,906  広域ごみ処理施設事業費負担金▲95,772 保

育実施負担金▲17,373 防犯灯ＬＥＤ化促進補助金▲13,950

451,014 491,271 ▲ 40,257 ▲ 8.2  社会体育施設整備工事＋43,157 消防自動車購入費＋19,170  町道補修工事

▲34,592 下水排水路整備工事▲19,800 道路改良舗装工事▲11,650

524,851 522,523 2,328 0.4
国保特会▲2,529
後期高齢者特会＋4,857

出資金 16,105 18,426 ▲ 2,321 ▲ 12.6 福岡地区水道企業団出資金▲2,321

94,017 39,800 54,217 136.2
志免町おうえん基金積立金＋65,400
財政調整基金利子積立金▲11,183

43,884 39,828 4,056 10.2

12,551,630 12,498,242 53,388 0.4歳出合計

維持補修費

補助費

普通建設事業費

繰出金

予備費

物件費

積立金

主な増減項目区分
平成29年度
当初予算案

(A)

平成28年度
当初予算

(B)

比較
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４ 目的別歳出の状況 

   目的別歳出で増加しているのは、主に総務費、教育費及び消防費で、そのうち最

も増加額が大きな総務費については、志免町おうえん基金積立金などふるさと納税

関連の増加が大きく、対前年度比 8,346 万円、7.6％と大きく増加しました。 

教育費及び消防費は総合公園施設の改修工事や消防自動車購入、消防団格納庫の

新築工事など普通建設事業が主な増額の要因となり、教育費は対前年度比 8,301 万

円、7.8％の増、消防費は対前年度比 4,836 万円、9.8％の増となっています。また、

公債費は、小中学校耐震補強・大規模改造事業に係る起債の元金償還が本格化して

いることから、対前年度比 1,243 万円の増加となっており前年度ほどの大幅な伸び

はないものの緩やかに増加を続けています。

土木費及び農林水産業費は、28 年度実施の普通建設事業終了が主な要因となりそ

れぞれ減となっています。また、衛生費は主に広域ごみ処理施設事業費負担金の減

により減少しています。

差引増減額
(A)－(B)=
（C）

対前年度
伸び率

（C）／(B)
千円 千円 千円 ％

122,015 123,798 ▲ 1,783 ▲ 1.4

1,188,768 1,105,305 83,463 7.6
志免町おうえん基金積立金＋65,400 ふるさと納税推進事業＋

37,266 情報化推進事業＋10,042 防犯灯ＬＥＤ化促進補助金▲

13,950 財政調整基金利子積立金▲11,183 庁舎管理工事▲3,177

5,772,818 5,769,780 3,038 0.1

 障害児通所支援給付費＋56,611 介護保険広域連合負担金＋20,192

保育実施負担金▲17,373 町立保育園賃金▲11,189 敬老祝金▲

4,490 児童発達支援センター事業補助金▲4,429 児童手当費▲

3,600

1,883,460 1,932,482 ▲ 49,022 ▲ 2.5

広域ごみ処理施設事業費負担金▲95,772 妊婦健康診査委託料▲

3,375 福岡地区水道企業団出資金▲2,321 指定ごみ袋製作委託料▲

1,390 ごみ収集委託料＋33,042 流域関連公共下水道事業会計補助

金＋7,064

99,667 119,488 ▲ 19,821 ▲ 16.6
浦尻池導水路等整備事業工事▲36,000  県営ため池等

整備事業負担金＋12,000 施設修繕料（農業用施設）

＋1,634 施設修繕料（農業用水門）＋1,358

58,637 64,763 ▲ 6,126 ▲ 9.5
職員人件費▲6,332

消費者問題対策事業＋970

594,873 699,083 ▲ 104,210 ▲ 14.9
片峰山緑地用地購入費▲36,947 町道補修工事▲34,592 下水排水路

整備工事▲19,800 道路改良舗装工事▲11,650 橋梁補修工事▲

2,000 志免宇美線整備事業負担金▲2,000

541,698 493,338 48,360 9.8

消防自動車購入費＋19,980 格納庫建設工事＋19,722 粕屋南部消防

組合負担金＋10,906 防災行政無線新設工事＋5,292 退職団員報償

費▲3,030 消火栓維持管理負担金▲1,019 防災備蓄倉庫設備設置工

事▲831 格納庫解体工事▲823

1,147,983 1,064,975 83,008 7.8

総合公園施設管理運営事業＋43,157 竪坑櫓保存管理事業＋20,272

西小施設整備工事＋18,247 教育実施負担金▲9,859 公民館活動費

補助金▲1,800 施設修繕料(総合公園施設)▲884 南小施設整備工事

▲556

1,097,827 1,085,402 12,425 1.1 元金＋27,263、利子▲14,838

43,884 39,828 4,056 10.2

12,551,630 12,498,242 53,388 0.4

公債費

総務費

民生費

衛生費

歳出合計

商工費

土木費

消防費

教育費

予備費

農林水産業費

主な増減項目区分
平成29年度
当初予算案

(A)

平成28年度
当初予算

(B)

常勤嘱託職員賃金▲859 議員共済組合負担金

▲612 会議録作成委託料▲520 議員期末手当

＋499議会費

比較
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Ⅲ 町債及び基金（一般会計）

 １ 町債の起債額及び現在高 

平成 29 年度当初予算の起債予定額は 6 億 4,220 万円となっており、平成 28 年度

当初予算から 5,500 万円の増額となりました。 

この要因は、国の財源不足の穴埋めとして普通交付税に代わって借り入れが認め

られている臨時財政対策債の増などが、地方財政の健全化を図る観点から国の地方

財政対策において増額され、対前年度比 2,300 万円の増額となったことに加え、そ

の他の町債についても、消防防災関係事業による緊急防災減災事業債の増加になど、

普通建設事業分の増が大きく、対前年度比 32,000 万円の増額となっています。 

差引増減額
(A)－(B)=(C）

対前年度
伸び率

（C）／(B)
千円 千円 千円 ％

町債の起債額 642,200 587,200 55,000 9.4

臨時財政対策債 584,000 561,000 23,000 4.1

その他の町債 58,200 26,200 32,000 122.1

平成28年度
当初予算

(B)

比較

区分
平成29年度
当初予算案

(A)

71 79
35 57

136
237

120 148

26 58

353

548

829
738

701

755

702 635

561
584

424

627

864

795
837

992

822
783

587

642

0

200

400

600

800

1,000

20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度

その他の町債 臨時財政対策債

（単位：百万円） 町債の起債額の推移（一般会計・当初予算額）
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なお、小中学校エアコン設置事業債及び防災行政情報通信ネットワーク再整備事業債

が平成 28 年度から繰り越しして発行を予定しているものの、小中学校施設の耐震化・大

規模改造事業が完了したことにより新規起債額が減少したことから、年度末現在高は減

少し、対前年度比 1億 4,717 万円減の 119 億 3,764 万円となる見込みです。 

28年度

年度末現在高
見込額(A)

新規起債額 償還額
年度末現在高

(B)

千円 千円 千円 千円 千円

12,084,811 859,900 1,007,067 11,937,644 ▲ 147,167

臨時財政対策債 6,727,398 584,000 468,031 6,843,367 115,969

その他の町債 5,357,413 275,900 539,036 5,094,277 ▲ 263,136

29年度
差引

(B)－(A)
区分

一般会計合計

※ 29 年度の新規起債額には、28 年度予算から繰り越した起債額が含まれています。

5,246 4,878 4,491 4,218 4,443
5,011 5,484 5,630 5,358 5,095

3,327 3,737 4,413 4,956
5,471

5,973

6,344
6,614 6,727 6,843

8,573 8,615
8,904

9,174

9,914

10,984

11,828
12,244 12,085 11,938

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度

その他の町債 臨時財政対策債

（単位：百万円） （町債残高の推移・一般会計）

※ 29 年度は見込額 
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 ２ 基金の状況 

平成 28 年度の基金取り崩し額よりも減少したものの、引き続き基金取り崩しに依

存した予算編成となりました。取り崩し額は対前年度比 7,914 万円、31.4％減の 1

億 7,263 万円で、減債基金を含んだ財政調整のための基金の平成 29 年度末残高は

36 億 1,422 万円に減少する見込みです。 

差引増減額
(A)-(B)=(C）

対前年度伸び率
（C）／（B）

千円 千円 千円 ％

172,630 251,767 ▲ 79,137 ▲ 31.4

比較

財政調整のための
基金取り崩し額

区分
平成29年度
当初予算額

(A)

平成28年度
当初予算額

(B)

（単位:百万円)

20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度

290 120 0 0 0 0 0 248 252 173

50 0 0 0 0 0 0 0 0

財政調整基金 0 0 0 0 0 0 0 0 0

減債基金 0 0 0 0 0 0 0 0 0

災害共済基金
(任意)

50 0 0 0 0

（財政調整のための基金取り崩し額の推移）

当初予算額

実績額

区分

内
訳

 ※ 災害共済基金（任意）は、福岡県市町村災害共済基金組合の解散により 24 年度まで。 

※ 福岡県市町村災害共済基金組合の解散に伴い、24 年度において災害共済基金（任意）の全額を 

財政調整基金に積立 

※ 29 年度は見込額
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（参考資料）平成 29 年度地方財政対策（通常収支分・抜粋）と町の予算 

Ⅰ 平成 29 年度の地方財政の姿 

① 地方財政計画の規模 86 兆 6,100 億円（対前年度比 8,500 億円、＋1.0％） 

② 財源不足額   6 兆 9,710 億円 

Ⅱ 地方交付税の確保 

・地方交付税総額（出口ベース） 16 兆 3,298 億円（対前年度比▲3,705 億円、▲2.2％） 

Ⅲ 公共施設等の適正管理の推進等 

・公共施設等の適正管理のため「公共施設等適正管理推進事業費（仮称）」を新設（28 年

度は公共施設等最適化事業債として計上。対前年度比＋1,500 億円） 

・まち・ひと・しごと創生事業費は引き続き 1兆円を確保 

・対象事業を拡充した上で、緊急防災・減災事業債を平成 32 年度まで継続(5,000 億円) 

・地方公共団体金融機構の公庫債権金利変動準備金の一部を交付税特別会計に繰入れ、

まち・ひと・しごと創生事業費を中心に活用（平成 31 年度までの 3 年間で総額 9,000

億円以内。平成 29 年度は 4,000 億円） 

Ⅳ 地方財政の健全化 

前年度からの繰越金がない中で、平成 29年度に予定していた交付税特別会計借入金の

償還計画を見直すことで、概算要求時点で見込まれた臨時財政対策債の増加を可能な限

り抑制。（臨時財政対策債発行額、対前年度比＋2,572 億円、＋6.8％） 

★ 地方財政対策における実質的な地方交付税 

実質的な地方交付税総額 20 兆 3,750 億円（対前年度比▲1,133 億円、▲ 0.6％） 

 地方交付税総額  16 兆 3,298 億円（対前年度比▲3,705 億円、▲ 2.2％） 

 臨時財政対策債   4 兆  452 億円（対前年度比＋2,572 億円、＋ 6.8％） 

★ 志免町の地方交付税等 

実質的な地方交付税  23 億 8,030 万円（対前年度比▲1億 4,574 万円、▲5.8％） 

 普通交付税     16 億 130 万円（対前年度比▲1億 6,874 万円、▲9.5％） 

 特別交付税   1 億 9,500 万円（対前年度比±    0 万円、±0.0％） 

 臨時財政対策債   5 億 8,400 万円（対前年度比＋  2,300 万円、＋4.1％） 

  普通交付税（以下は、28 年度確定額との比較） 

  ① 町税の 28 年度決算見込・29年度課税見込や、交付金・譲与税などの地方財政対策にお

ける増減率などにより、基準財政収入額が＋203 万円（＋0.04％） 

  ② 基準財政需要額が▲4,199 万円（▲0.6％） 

・ 測定単位のうち「人口」及び「世帯数」は、27年度国勢調査人口（確報値）により算

定される。 
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・ 「地域経済・雇用対策費」については、地方財政対策において額が減少していること

から、▲3,245 万円（▲44.0％）を見込んでいる。 

・ 「地域の元気創造事業費」及び「人口減少等特別対策事業費」は、段階的に「行革努

力分」から「地域経済活性化分」へ 1,000 億円シフトするとしているが、算定に用い

られる各指標の全国平均が不明なため、若干の安全率を乗じて見込んでいる。 

・ 公債費及び事業費補正分については実起債額より推計しており、このうち公債費につ

いては、主に臨時財政対策債分の増により＋3,602 万円（＋5.0％）を見込んでいる。 

・ 上記以外の経費については、推計参考伸率を基に見込んでいる。 

（単位：千円）

平 成 29年 度 平 成 28年 度 増 減 額 増 減 率
見 込 額 算 定 額 A － B C/B × 100

A B C D
個別算定経費
（事業費補正、地域経済・雇用対策費、地

域の元気創造事業費、人口減少等特別対策

事業費及び公債費除く）

a 4,737,046 4,727,763 9,283 0.2

個別算定経費
（事業費補正分）

b 346,067 354,826 ▲ 8,759 ▲ 2.5

地域経済・雇用対策費 c 4,126 7,371 ▲ 3,245 ▲ 44.0

地域の元気創造事業費 d 101,332 101,372 ▲ 40 ▲ 0.0

人口減少等特別対策事業費 e 141,868 141,930 ▲ 62 ▲ 0.0

公債費 f 759,916 723,893 36,023 5.0

包括算定経費 g 953,629 993,783 ▲ 40,154 ▲ 4.0

小　　計
a+b+c+d+e+f+g

h 7,043,984 7,050,938 ▲ 6,954 ▲ 0.1

臨時財政対策債振替相当額 i 584,551 547,393 37,158 6.8

計
h-i

ｱ 6,459,433 6,503,545 ▲ 44,112 ▲ 0.7

ｲ 0 ▲ 2,123 2,123 ▲ 100.0

ｳ 6,459,433 6,501,422 ▲ 41,989 ▲ 0.6

ｴ 4,854,923 4,855,611 ▲ 688 ▲ 0.0

ｵ 0 ▲ 2,722 2,722 ▲ 100.0

ｶ 4,854,923 4,852,889 2,034 0.0

1,604,510 1,648,533 ▲ 44,023 ▲ 2.7

584,551 547,393 37,158 6.8

2,189,061 2,195,926 ▲ 6,865 ▲ 0.3

臨時財政対策債

実質的な地方交付税

基

準

財

政

収

入

額

基 準 財 政
収 入 額 総 括

錯 誤 措 置 額

ｴ ＋ ｵ

交 付 基 準 額
ｳ － ｶ

平成29年度　普通交付税及び臨時財政対策債　当初予算（案）

区

分
項 目 備考

基

準

財

政

需

要

額

基

準

財

政

需

要

額

総

括

表

錯 誤 措 置 額

ｱ ＋ ｲ

※この表の 28 年度算定額は確定額であり、当初予算額とは異なる。
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Ⅵ 地方譲与税及び地方特例交付金など 

 ・地方譲与税など 

① 自動車重量譲与税    地方財政計画 ▲  2.5％ 

② 地方揮発油譲与税    地方財政計画 ▲  0.7％ 

③ 地方道路譲与税 

21 年度より地方揮発油譲与税に変更されているが、それ以降も地方道路税として国に

収入された額は、地方道路譲与税として譲与されるため、頭出しで予算計上。 

④ 利子割交付金      地方財政計画 ▲ 34.6％ 

⑤ 配当割交付金      地方財政計画 ▲ 25.8％ 

⑥ 株式等譲渡所得割交付金 地方財政計画 ▲ 44.1％ 

⑦ 地方消費税交付金    地方財政計画 ▲ 5.0％ 

⑧ 自動車取得税交付金   地方財政計画 ＋ 22.7％ 

 ・地方特例交付金 

○ 減税補てん特例交付金  地方財政計画 ＋  7.7％ 

住宅借入金等特別税額控除による減収補てん分。 

差引増減額
(A)－(B)=(C)

対前年度伸び率
（C）／(B)

千円 千円 千円 ％

地方譲与税 90,001 86,001 4,000 4.7

61,000 63,000 ▲ 2,000 ▲ 3.2

29,000 23,000 6,000 26.1

1 1 0 0.0

利子割交付金 2,600 8,000 ▲ 5,400 ▲ 67.5

配当割交付金 18,000 64,000 ▲ 46,000 ▲ 71.9

株式等譲渡所得割交付金 10,000 18,000 ▲ 8,000 ▲ 44.4

地方消費税交付金 680,000 690,000 ▲ 10,000 ▲ 1.4

自動車取得税交付金 28,000 19,000 9,000 47.4

地方特例交付金 39,000 38,000 1,000 2.6

39,000 38,000 1,000 2.6

地方交付税 1,796,297 1,965,038 ▲ 168,741 ▲ 8.6

1,601,297 1,770,038 ▲ 168,741 ▲ 9.5

195,000 195,000 0 0.0

比較
区分

平成29年度
当初予算案

(A)

平成28年度
当初予算

(B)

自動車重量譲与税

地方道路譲与税

地方揮発油譲与税

普通交付税

特別交付税

減収補てん特例交付金


